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1. はじめに
本稿の課題は， ドイツ連邦統計局が昨年公表した接続産業連関表 (1978~
1986)0を用いて，西ドイツの 1970年代から 1980年の代にかけての構造変化を
分析することにある。西ドイツは現在1992年の EC市場統合を控え，またベル
リンの壁の崩壊後東ドイツとの:統合問題が浮上しており， 大いに注目を浴び
ている。景気動向も， 1988・1990年減税や東独からの移住者によって消費需要
が伸び， EC市場統合を目指しての設備・建設投資も盛んで，さらに輸出も引
本稿は平成2年度科学研究費奨励研究 (A) (課題番号02730007) による研究成果の一
部である。
1)連邦統計局 (1989)。1982・1984年表は，従来公表されていたものと同一である。
ー
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き続き好調で，過去10数年来の高い成長が伝えられている。それに伴い雇用も
順調に伸び，失業率も漸次低下傾向にある。しかしそれ以前の1970年代後半か
ら1980年代半ばにかけては，成長率は鈍化し，失業が急増し，まさにユーロペ
シミズムが囁かれた時期であった。この時期の産業連関構造はいかに推移した
のか，雇用が伸びない原因は技術構造の変化なのか，最終需要の低迷なのか，
それとも輸入品の増加による国内雇用の代替なのか。これらの点に焦点を置き
つつ，産業連関分析を試みることにする。
西ドイツは日本と並んで産業連関分析の盛んな国であり，過去に数々の産業
連関表が作成され，また五大研を中心に分析もおこなわれてきたが，従来作成
方法の変更や国民経済計算の改訂などによって異時点間の接続性が悪く，時系
列的な比較分析が必ずしも満足にできなかった2)。公表された接続表は， 1982
年表以降の産業連関表と接続が可能なように1978・1980年表を再作成し，さら
に最新表である1986年表も公表した点に最大の特徴がある。これによって1978
年以降の接続分析がようやく可能になった3)。 そこで本稿では分析を基本的な
ものに絞り，近年の西ドイツ経済の構造変化を考察することにする。また接続
表のメリットを活かして，部門統合をせずにできるだけ原表に近い形で分析を
おこなう 4)。
まずは雇用構造について，付帯表の雇用ベクトルを検討してみよう。
2)丸谷 (1986)も VAT処理の変更などで本来比較不可能な 1965~1980年表を用いて
分析している。この問題については良永 (1990)を参照されたい。
3)今回再公表された1978・1980年表は，最初にそれぞれ独立に公表された1978年表，1980
年表とはかなり数値が異なっている。
また過去に公表された1970・1974・1975年表とは，付加価値税 (VAT)の処理法が
異なっているために比較不可能である。 比較するとすれば， C.Stahmerの作成した
1970~1983年接続表（非公表）とであろうが，内生12部門表レベルでしか不可能であ
る。
4)連邦統計局は実質価格の産業連関表を研究し，試作もおこなっているが (Stahmer),
その方法は利用者に委ねるというかたちをとってきた。したがって資料は提供してい
るが，正式な実質価格の産業連関表は公表していない。そこで58部門レベルで各年の
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2. 雇用構造
1970年代から1980年代にかけて特徴的なのは，なんといってもまず石油ショ
ックなどによる経済成長率の低下と失業者の急増である。しかし失業率上昇の
中身を検討すると，雇用を求める求職者が大幅に増加している割に，労働需要
の方が停滞しており，むしろ傾向的には低下している点が問題であることがわ
かる。労働供給は1970年台から急増している。これには通常よく指摘されるよ
うに，ベビープーム世代の労働市場への参入といった人口統計因ゃ，女性の社
会進出といった社会経済因などが作用している。それに対して，労働需要の方
は景気循環による上昇・下落を繰り返しつつも， 1960年代から低下傾向を示し
ている5¥
1978年から1986年はどうであったか，産業別に考察してみよう。表 1は産業
連関表の部門定義に対応した雇用者数であるが（ただし住宅賃貸はその他の営利
サー ビスに含まれる）， まず経済全体での雇用総数では 1982年と1984年で大きく
低下しており， 1980年から1984にかけては実に約100万人近く雇用が減少した
ことになる。その主要因は農業から製造業にいたる雇用の低下が大きく響いて
いる。輸出競争力の観点から主要4産業といわれる化学製品，鉄鋼業，機械製
品， 自動車といった部門ですら雇用は 1980年から1984年まで減少を示してい
る。特に機械は約10万人も雇用を減少させている。また鉄鋼も雇用減少が顕著
で， 1980年から1986年にかけて実に30形も減少させている。鉄鋼以外の 3産業
では1986年には雇用が増加に転じているが， 1978・1980年水準には及んでいな
い。その他の産業では，農業が約20万人，建設・土木も約20万人，電気製品が
デフレー タを作成し， 行方向にデフレート (zeilenweiseDeflationierung) する方
法も検討したが，ダプルデフレーション値が部門によってかなり大きくなり，投入構
造を歪めてしまう可能性があるため，ここではとりあえず名目価格による分析にしぽ
ることにした。
5) Ifo (1990), MJ. Drouin (1987)等を参照されたい。
?
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表1 西ドイツ部門別雇用労働量（単位： 1,000人）
1978年 1980年 1982年 1984年 1986年
1 • 晟 業 1393 1299 1261 1234 1197 
2. 林業（含狩猟）・漁業 133 , 129 124 133 133 
3. 電カ・熱供給 184 186 188 189 193 
4. ガ ス 21 26 26 25 26 
5. 水 道 33 33 34. 35 33 
6. 石炭・コークス 215 208 210 199 191 
7. その他の鉱業 15 15 14 13 13 
8. 石油・天然ガス 7 7 7 7 7 
9: 化 ,"子4 製 品 539 537 527 516 528 
10. 石 油 製 品 20 24 28 23 20 
11. 合 成 樹 脂 225 251 241 248 270 
12. ゴ ム 製 品 109 109 101 94 95 
13. 土石・建築資材 245 246 223 213 195 
14. 陶 磁 器 62 65 59 54 52 
15. ガ ラ ス 86 85 77 70 71 
16. 鉄 鋼 249 252 235 197 185 
17. 非 鉄 金 属 77 72 66 65 67 
18. 鋳 物 製 品 156 164 153 135 139 
19. 圧 ．延 銅 309 306 284 275 290 
20 .鋼及び軽金属構造品言 189 188 188 166 167 
21. 機 械 製 品 1070 1077 1050 976 1054 
22. 事務・情報処理機器 75 70 62 62 74 
23. 陸上輸送機械 892 926 877 860 890 
24. 船 舶 63 56 58 46 43 
25. 航 空 機 49 56 61 60 67 
26. 電 気 製 品 1068 1073 973 960 1055 
27. 精密機械・光学製品 234 242 218 200 214 
28. 鉄・プリキ・金属製品 360 353 328 319 336 
29. 楽器・玩具・装飾品 100 100 92 88 91 
30. 木 材 加 工 61 59 52 51 47 
31. 木 製 品 364 366 334 316 295 
32. パルプ・製紙 49 50 .46 46 47 
33. 紙・板紙製品 132 129 127 115 114 
34. 印刷 ・複写 238 249 245 239 243 
35. 皮 革 126 123 109 98 89 
36. 繊 維 349 330 282 261 245 
37. 衣 料 品 349 335 293 267 257 
38. 食 料 品 731 734 697 670 658 
39. 飲 料 126 115 106 99 92 
40. 煽 耳i 25 26 24 22 19 
41. 建 設： 1292 1368 1263 ・ 1212 1106 
42. 土木・改條 717 756 722 721 694 
43. 卸売• 取引仲介・倉庫 1557 1623 1597 1597 1591 
44. 小 売 業 2077 2113 2052 1995 1988 
45. 鉄 道 運 翰 311 300 299 269 251 
46. 航海・連河・港湾 74 69 66 60 58 
47. 郵便・報道・通信 444 466 471 471 483 
48. その他の運翰 535 570 551 557 588 
49. ・金融・帰属利：：f 488 521 531 555 583 
50. 保 険 195 203 206 203 210 
51. 飲食・宿泊 789 814 803 829 865 
52. 研究・教育・出版 167 174 182 184 204 
53. 医釈・獣 I送 461 501 527 545 585 
54. その他の営利サービス 1321 1433 1476 1520 1604 
55. 地方自治体サーピス 3525 3675 3759 3795 3879 
56. 社．会 保 険 218 225 234 241 250 
57. 非営利サーピス 745 796 832 883 961 
ムロ 計 25644 26278 25651 25283 25702 
?
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1980年から1984年にかけて10万人，木製品が7万人，といった具合に多くの農
林水産・製造業で雇用が減少している。逆に増加しているのは，電カ・熱供給
やガスといったエネルギー産業， プラスチック等合成樹脂， 航空機などであ
り，また多くのサービス産業も雇用が増加しており，経済のサービス化を裏付
ける結果となっている。小売業や運輸業を除けば，ほとんどのサービス業で大
幅な増加をしているが，特に金融業で10万人，医療・獣医業で28万人，非営利
サービスで60万人と顕著な増加をしている。
このように全体として多くの製造業部門で雇用が減少し，サービス業の雇用
の増加がそれを埋め合わせているのが1970年代から1980年代の雇用構造の特徴
であるが，これには技術構造の変化や，需要構造や規模の変化，輸出入構造の
変化，といったさまざまな要因が作用している。そこでわれわれは第4節で，
雇用を誘発している各要因に分解して分析することにするが， その前に次節
で，最終需要が生産や雇用を誘発している構造の変化を検討しよう。
3. 誘発構造の変化
まず産業連関分析を利用して， 1978~1986年の雇用を含めた各種誘発構造を
検討してみよう。最終需要の各項目が誘発している生産X,付加価値額 V,輸
入額M,労働量Lはそれぞれの次の式によって計算される6)。
X=B[(I-M)F+E] 
V.=vB[(I-M)F+E] 
M=[M AB(I-M) + M']F+ MABE 
L=lB[(I-M)F+E] 
ただし， Iは単位行列， Aは投入係数行列， M は輸入係数対角行列， Fは
国内最終需要行列， Eは輸出ベクトル， V は付加価値係数ベクトル， lは労働
投入係数ベクトル， B=[I-(I-M)A]一1とする。
6)詳細は宮沢健一 (1984)等を参照されたい。
?
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さらに各種誘発係数は，誘発額をそれを誘発した各最終需要額で割ることに
よって求められ，誘発依存度は各最終需要項目が誘発した誘発額が全誘発額に
占める割合を求めたものである（表2-1~4参照）。
まず生産誘発額については，総額は1978年から1986年にかけて増加している
が，これは輸出に依存する部分が大きい。生産誘発依存度を見ても， 1986年に
かけて3.5形も増大し， 全生産額の約27形は輸出が誘発していることになる。
民間消費の約40形につぐ大きさである。民間消費は若干依存度が減少し，政府
消費は1986年に若干増加している。他の項目に比べて，設備投資や建設投資の
誘発額の変動が目につく。設備投資は1982年に4.57彩減少し，建設投資も1982
年に3.42鍬 1986年に2.38%減少している。 1982年は景気後退期であり，すべ
ての項目が誘発額の成長率を低下させているなかで，投資の誘発額はマイナス
成長となっている。しかし生産誘発係数をみると， 1982年だけではなく， 1978
年から1986年にかけて一貫して低下を示している項目が多い。生産誘発係数
は，最終需要が 1単位増加した時に何単位の生産が増加するかを示す，いわば
誘発効率を意昧しているが，民間消費から投資，さらに誘発額そのものでは大
きな増加を示している輸出ですら傾向的に低下しており，最終需要が増加する
割には生産があまり増加しなくなってきていることを示している。例外は政府
消費と在庫変動であり，生産を誘発する効率は高まっているが，依存度を見て
もわかるように両者を併せても全誘発の18%前後のシェアーしかなく，全体に
与える影響力は小さい。
付加価値誘発構造についても，ほぼ生産誘発構造と同じ変化をしていること
が確認できるが，生産誘発の場合と違って，政府消費は1984年まで低下傾向で
あった。また，生産誘発の場合は輸出の誘発係数が最大であったが，付加価値
誘発の場合は，不安定な在庫変動を除けば，政府消費が付加価値を誘発する割
合の方が高くなっている。
輸入誘発構造については，生産額や付加価値の場合と若干異なっている。 19
86年を除けば，ほとんどの最終需要項目が誘発輸入額を順調に伸ばしている。
6 
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表2-1 最終需要の生産誘発効果
〔生産誘発額〕••各最終需要項目が誘発している生産額（単位： 100マルク）
I 1 9 7 8 I 1 9 8 0 I 1982 I 1984 I 1986 
民間消費 1,028,181 1,166,681 1,278,221 1. 385, 180 1,471,238 
政府消費 427,775 503,723 550,251 595,780 652,617 
設備投資 157,110 183,767 175,353 184,275 211,452 
建設投資 260,378 337,399 325,858 348,292 340,002 
在庫変動 7,298 16,157 -16, 354 9,184 3,479 
輸 出 586,889 713,534 852,731 946,817 1,005,502 
最終需要計 I2. 467. 630 I 2.921, 260 I 3.166. 060 3. 469. 530 I 3.684. 290 
〔生産誘発係数〕・・ 1単位の各最終需要項目が何単位の生産を誘発するか？
I 1978 I 1980 I 1982 I 1984 I 1986 
民間消費 1. 546 1. 535 1. 527 1. 513 1. 503 
政府消費 1. 692 1. 692 1. 687 1. 701 1. 706 
設備投資 1. 508 1. 468 1. 428 1. 364 . 1. 335 
建設投資 1. 755 1. 751 1. 741 1. 743 1. 712 
在庫変動 1. 218 1. 334 1. 401 1. 531 2.083 
輸 出 1. 941 1. 935 1. 901 1. 883 1.847 
最終需要計 l 1. 669 I 1. 663 I 1. 658 I 1. 645 I 1. 627 
〔生産誘発依存度〕・・各最終需要項目は生産額の何96を誘発しているか？
I 1978 I 1 9 8 0 I 1982 I 1984 I 1986 
民間消費 41. 7% 39.9% 40.496 39.9% 39.95lる
政府消費 17. 396 17.2形 17.4形 17.2形 17.7% 
設備投資 6.4彩 6.3% 5.5% 5.3% 5.7% 
建設投資 10.6% 11.6% 10.3% 10.0形 9.2% 
在庫変動 0.3% 0.6% -0.5彩 0.3% 0.1彩
輸 出 23.8% 24.4% 26.9% 27.3% 27.3% 
最終需要計 I100.0彩 I 100.0% I 100. o形 I 100.0% I 100. 0% 
?
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表2―・2 最終需要付加価値誘発効果
〔付加価値誘発額〕・・各最終需要項目が誘発している付加価値額 （単位： 100マルク）
I 1978 I 1980 1982 1984 1986 
民間消費 538,355 568,586 621,251 677,869 752,646 
政府消費 223,618・ 258,455 281,383 301,388 334,271 
設備投資 74,414 84,665 80,904 85,208 100,075 
建設投資 128,929 163,396 157,440 167,165 169,627 
在庫変動 3,260 6,023 -6,464 4,441 2,232 
輸 出 247,484 287,846 347,217 387,320 437,309 
最終需要計 I1,196,060 I 1,368,970 1,481, 730 I 1,623,390 I 1, 796, 160 
（付加価値誘発係数〕・］単位の各最終需要項目が何単位の付加価値を誘発するか？
I 1978 I 1980 I 1982 I 198 :4 I 1986 
民間消費 0.779 0.748 0.742 0.740 0.769 
政府消費 0.884 0.868 0.863 0.861 0.874 
設備投資 0.714 0.676 0.659 0.631 0.632 
建設投資 0.869 0.848 0.841 0.836 0.854 
在庫変動 0.544 0.497 0.554 0.740 1. 336 
輸 出 0.819 0.781 0.774 0.770 0.803 
最終需要計 0.809 I 0. 779 I 0.776 〇.770 I 0.793 
〔付加価値誘発依存度〕・・各最終需要項目は付加価値額の何彩を誘発しているか？
I 1978 I 1980 I 1982 1984 1986 
民間消費 43.3彩 41. 596 41.9% 41.8% 41.9% 
政府消費 18.7彩 18.9% 19.0% 18.6% 18.6% 
設備投資 6.2% 6.2彩 5.5% 5.2彩 5.6彩
建設投資 '10,8彩 1. 9彩 10.6彩 10.3% 9.4% 
在庫変動 0.3彩 〇,.4彩 -0.4彩 0.3彩 0.1% 
輸 出 20.7彩 21. 0彩 23.4彩 23.9彩 24.3劣
最終需要計 1 100.0彩 I 100.0% 100.0彩 1 100.0% I 100.0彩
?
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表2-3 最終需要の輸入誘発効果
〔輸入誘発額〕・・各最終需要項目が誘発している輸入額 （単位： 100万マルク）
I 1978 I 1980 I 1982 I 1984 I 1986 
民間消費 142,815 186,174 209,536 230,957 219,800 
政府消費 20,821 28,464 32,484 35,185 34,118 
設備投資 29,698 40,391 41,728 49,678 58,132 
建設投資 19,221 28,999 29,377 32,288 28,604 
在庫変動 2,727 6,080 -5, 191 1,546 -565 
輸 出 54,409 80,182 100,586 114,456 106,151 
最終需要計 I269,690 I s10.290 I 4os.s20 1 464. 110 1 446,240 
〔輸入誘発係数〕 ： 1単位の各最終需要項目が何単位の輸入を誘発するか？
I 1978 I 1980 I 1982 I 1984 I 1986 
民間消費 0.215 0.244 0.250 0.252 0.225 
政府消費 0.082 0.096 0.100 0.101 0.089 
設備投資 0.285 0.323 0.340 0.368 0.367 
建設投資 0.130 0.151 0.157 0.162 0.144 
在庫変動 0.455 0.502 -0.445 0.258 -0.338 
輸 出 0.180 0.218 0.224 0.228 0.195 
最終需要計 I0.182 I 0.211 I 0.214 I 0.220 I 0.191 
〔輸入誘発依存度〕・・各最終需要項目は輸入の何形を誘発しているか？
I 1978 I ・198 0 I 1982 I 1984 I 1986 
民間消費 53.0% 50.3% 51. 3彩 49.8彩 49.3彩
政府消費 7.7彩 7.7% 8.0% 7.6彩 7.6彩
設備投資 11.0% 10.9% 10.2% 10.7% 13.0彩
建設投資 7.1% 7.8% 7.2彩 7. 0% 6.4彩
在庫変動 1.0% 1. 6彩 -1.3彩 0.3彩 -0.1彩
輸 出 20.2形 21. 7% 24.6彩 24.7% 23.8% 
最終需要計 I100.0彩 I 100.0彩 I 100. 0% I 100. o彩 I 100.0% 
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表2-4 最終需要の労働誘発効果
〔労働誘発額〕各最終需要項目が誘発している雇用者数 （単位： 1,000人）
I 1978 I 1980 I 1982 I 1984 I 1986 
民間消費 10,532 ll),420 10,065 9,765 . 9,972 
政府消費 5,270 5,472 5,524 5,551 5,772 
設備投資 1,627 1,665 1,425 1,329 1,426 
建設投資 2,894 3,143 2,?44 2,759 2,546 
在庫変動 63 91 -129 74 10 
輸 出 5,258 5,488 5,923 5,804 5,976 
最終需要計 I25,644 I 26,278 I 25,651 I 25,283 I 25,702 
〔労働誘発係数）： 1単位(100万マルク）の各最終需要項目が何人の労働を誘発するか？
I 1978 I 1980 I 1982 I 1984 I 1986 
民間消費 15.8 13.7 12.0 10. 7 10.2 
政府消費 20.8 . 18.4 16.9 15.9 15.1 
設備投資 15.6 13.3 '!l. 6 9.8 9.0 
建設投資 19.5 16.3 15.2 13.8 12.8 
在庫変動 10.6 7.5 -11.1 12.4 5.9 
輸 出 17.4 14.9 13.2 1. 5 11.0 
最終需要計 I 17.3 I 15.0 I 13.4 I 12.0 I 1. 3 
〔労働誘発依存度〕：各最終需要項目は雇用者の何形を誘発しているか？
1978 I 1980 I 1982 I 1984 1986 
民間消費 41.1% . 39.7% 39.2彩 38.6彩 38.8% 
政府消費 20.6彩 20.8% 21. 5彩 22.0% ・ 22.5彩
設備投資 6.3彩 6.3彩 5.6% 5.3彩 5.5彩
建設投資 11.3彩 12.0彩 11.1彩 10.9劣 9.9% 
在庫変動 0.2彩 0.3彩 -0.5% 0.3彩 ,o.o彩
輸 出 20.5彩 20.9% 23.1彩 23.0% 23.3劣
最終需要計 I100.0彩 I 100.0彩 I 100.0% . I 100. o彩 I 100.0彩
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1986年は輸入価格が石油を中心として下落した年であり，その影響が分析にも
現われている。注目すべきは輸入誘発係数である。在庫変動を除けばすべての
項目で，最終需要が誘発する輸入割合が高まっており，その結果として最終需
要全体として誘発する輸入割合も1984年まで増加している。特に設備投資の誘
発係数が大きく上昇している。また輸出による伸びも顕著であり，輸出するこ
とによって輸入を誘発する割合が上昇している。これは輸出入関連係数といっ
てもよ<,EC諸国の場合は一般に高くなっているが，西ドイツの場合も1980
年代にかけて，輸出と輸入の関係がいっそう強まったといえるであろう鸞依
存度を見ても，輸入総額にしめる輸出が誘発した輸入割合が高まっている。
最後に労働誘発構造を見てみょう。労働誘発構造は他の誘発構造とまった＜
異なる様相を呈している。まず民間消費が誘発する労働が減少を示して＇いるこ
とである。・19$0年は生産も雇用も大きく成長した年であるが，民間消費の誘発
する労働は減少している。設備投資や建設投資も 1980年以外は減少傾向であ
る。政府消費と輸出の 2項目のみが誘発を増やしている。しかし労働誘発係数
をみると，政府消費や輸出も含めて，在庫変動を除くほとんどの項目で通時的
に低下している。すなわち最終需要が増えても，労働誘発額が変わらないが，
減少しているため， 8年間という期間の割には，誘発係数の減少割合が大きく
なっている。依存度は誘発額の傾向を反映して，誘発額が増加している政府消
費と輸出のみが上昇し，この 2項目だけで1986年には，全雇用者の約半分にあ
たる46%も誘発していることになる。
それではこのような深刻な労働誘発構造を， 各部門ごとにみるとどうなる
か，次に詳しく検討してみよう。表3は，最終需要項目がそれぞれ誘発してい
る各部門の労働量の推移を示したものである。民間消費は多くの産業で最も労
働誘発量が大きくなっているが，農業や製造業を中心に1978年以降誘発労働者
数の減少が目につく。特に農業，化学製品，自動車，電気製品，木製品，繊維
7)良永康平 (1988)は輸出入リンケージ係数の日独比較をおこなっている。
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・衣料品，小売業，鉄道運輸等で大きく減少している。それに対して，通信，
金融，保険，飲食・宿泊，その他営利・非営利サービス等で誘発労働者数は増
大しているが，製造業を中心とする産業での減少を補えないのが実態である。
次に政府消費は，その誘発総数の約 7割が非営利サービス労働者を誘発してお
り， しかも例外なく増加している。製造業で若干減少している産業もあるが，
製造業の誘発自体がそもそも間接的な誘発効果であり，民間消費ほど顕著な傾
向は読み取れない。
民間消費や政府消費と違って，設備投資と建設投資の誘発している労働者数
は変動が大きい。ともに1980年にかけて増加しているが， 1980年以降減少傾向
に転じている。まず設備投資の誘発労働者が多いのは，機械製品，輸送機械，
電気製品，卸売業などであるが，いずれも1980年にかけて増加した後1984年ま
で大きく減少している。 1986年には再び増加に転じているものの， 1978年水準
にも及んでいない。さらに深刻なのが建設投資である。建設投資による労働誘
発が大きい産業は，まず建設•土木，さらに土石・建築資材，圧延鋼，鋼構造
品，電気製品，木製品，その他の営利サービス等であるが，いずれも1980年に
かけ増加したが，それ以降サービスを除いて減少傾向である。特に建設業の誘
発労働者数は， 1980年から1986年にかけて約26万人も減少しており，これが建
設投資の誘発労働者合計の減少に大きく響いている。
政府消費とともに誘発を増大させているのが輸出である。他の最終需項目で
は不振の農林水産業ですら雇用を大きく伸ばしている。他に化学製品，合成樹
脂，機械製品，陸上輸送機械，電気製品，鉄・ブリキ・金属製品，食料品，さ
らに卸売業，運輸業，飲食・宿泊，その他の営利サービスでも順調に誘発数を
伸ばしている。逆に減少させているのは，石炭・コークス，鉄鋼，繊維等の輸
出競争力を弱めつつある伝統的産業であるが， 減少がさほど大きくないため
に，他の好調な産業に相殺され，輸出の誘発労働者数は全体として増加傾向を
たどっている。
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表3 各最終需要項目による誘発労働者数 （単位： 1,000人）
民,m甘I'l/の誘発労働者数 政府梢黄の誘発労働者数
部門名
1978年I1980年I1982年I1984年I1986年 11191s11,I 19so年I1982年I1984年I1986年
??
? ? ? ? ?? ?? ?? ?
???????? ? ????
???????
?????
???
????????? ? ??????
???????????? ? ?? ? ? ??
??
???????????
??
?
??????????????????
?????
???
?
?
、
?
?
??????
?
??????????
?????
???????????????
?
、
????
???????????
???? ? ???? ? ? ?
?
? ?
?
???????
? ?
????? ?????????
????????? ??????????｛?????
?????????????????．?????
． ． ?
?????
???
?
???
? 。．
??
???
?
? ? ???
?? ? ? ?? ? ? ?
?
??．．．????
?．???．???
?
??
?????
??．?．
?．?
?
?
??
? ?
???
????????????? ? 。? ? ??? ? ?? ? ??? ? ?
?
? ?
??
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
21 
as 
:n 
10 
29 
48 
14 ???
??? ?
???? ?
122 
14 
79 
34 
35 
20 ????
43 
13 
51 
????
65 
146 
87 
164 
16 
21 ? ?
4 
111 
17 
73 
31 
35 
19 ? ? ? ? ? ?
???
????
??，?
50 
80 
46 
17 ??ー??ー
142 
78 
131 
????
4 
101 
14 
71 ? ? ? ? ? ? ? ? ?
???
73 
43 
15 
165 
14 
83 
19 
92 
113 
74 
112 
17 
21 ???、
???
??ー
????〖ヽ
23122
??
?
????
????????
??
?ー
43 
76 
46 
14 
161 
14 ???
ー
???
ー
57 
110 I 103 
202 
518 I 518 
207 
81 
17 
94 
120 
663 
118 
、
??
???
????
ー
????
14 
32 ???
???
??
??
???
?
? ? ? ? ? ?
?
??ー
??
?
??
ー
??
??
????
??
17 
30 
59 ???
??
ー
???
??
45 
27 
101 ?ー
50 
7 ???
??
???
????ー
??
??
??
12 
12 
26 
50 
23 ??
???
??
???
?
??
41 
27 
97 
103 
22 ???
?
12 
33 
16 
50 
7 ??ー
??
ー
??
?
???
?????
??
??ー
25 
44 
23 
???
?
???
?
40 
27 
95 
99 ??ー
・48 
37 
32 
11 
34 
16 
400 I 408 
?
、
?
??
??
??
?
??
????
ー
???
ー
??
??
16 
29 
45 
25 ????
?
??
?
???
??
95 
100 
19 ??
??
35 
12 
38 
18 
438 
161 
516 
誘発労働者合.it I 10532 I 10420 I 10065 I 9765 I 9972 15210 I 5472 I 5524 1・5551 I 5772 
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表3 各最終需要項目による誘発労働者数（続） （単位： 1,000人）
設備投資の誘発労働者数 建設投演の誘発労働者数
部門名
1978年 1980年 1982年 1984年 1986年 1978年 1980年 1982年 1984年 1986年
1 塁 業 8 7 6 6 6 11 10 ， 9/ 8 
2 林業（含狩猟）・漁業 5 4 4 4 4 14 13 12 12 11 
3 屯カ・熱供給 7 8 7 6 7 ， 10 ， ， 8 
4 ガ ス 1 I 1 1 1 I 2 1 l 1 
5 水 迫 1 l I 1 1 2 2 2 2 2 
6石炭・コークス ， 10 8 7 8 14 15 15 14 13 
7その他の鉱業 1 1 1 1 1 I I I 1 1 
8 石油・天然ガス ゜゜゜゜゜゜ ゜゜゜゜9 化 学 製 品 13 12 10 ， 10 26 27 23 21 19 JO石 油 製 品 ゜ I I ゜゜ 1 2 2 1 1 ］］合 成 樹 脂 16 18 15 14 17 25 30 26 25 24 12 ゴ ム 製 品 7 7 6 5 5 2 3 2 2 1 
13土石・建築資材 3 3 2 2 2 149 156 139 131 114 
14陶 磁 器 1 1 1 1 1 13 14 12 11 10 
15ガ ラ ス 4 4 3 3 3 ， ， 7 . 6 5 
16鉄 銅 24 24 20 15 15 31 34 29 23 22 
17非 鉄 金 屈 7 (J 5 4 5 7 6 4 4 4 
18鋳 物 製 品 39 40 33 27 28 11 13 12 11 10 
19圧 延 鋼 37 36 29 26 29 73 73 69 69 73 
20鋼及ぴ軽金属構造品 30 34 35 30 28 82 84 77 79 78 
・21機 械 製 品 335 342 298 277 ~98 28 31 28 28 24 
22事務・情報処理機器 33 25 19 18 22 ゜゜゜゜゜23陸上飴送機械 120 135 101 90 101 6 7 5 4 4 24船 舶 24 14 16 16 15 ゜゜゜゜゜25航 空 機 6 4 4 1 8 ゜゜゜゜゜26電 気 製 品 244 250 207 192 216 68 74 60 56 54 27精密機械・光学製品 34 33 27 23 24 2 2 I 1 1 
28鉄・プリキ・金属製品 53 51 44 43 47 42 42 35 32 31 
29楽器・玩具・装飾品 4 3 3 3 3 1 l I 1 1 
30木 オ 加 工 5 4 4 3 3 17 16 13 13 11 
31木 製 品 50 50 44 42 41 50 50 43 42 37 
32バルプ・製紙 2 2 I 1 1 2 2 2 2 1 
33紙・板紙製品 5 5 4 3 3 8 8 7 6 5 
34印刷 ・、複>;: 10 10 ， ， ， JO 11 10 10 ， 
35皮 革 1 1 1 ゜゜ l 1 1 ゜゜36繊 維 7 6 4、 4 3 5 5 3 2 2 37衣 料 品 ゜゜゜゜゜ I 1 1 1 1 38食 料 品 3 3 2 2 2 4 4 3 4 3 39飲 序斗 2 2 1 1 1 2 2 2 1 1 
40煙 卒 ゜゜゜・O ゜゜゜゜゜゜41建 設 4 4 3 3 4 1097 1191 1080 1033 932 42土木・ 改條 4 5 4 5 5 556 601 559 553 515 
43 卸売•取引仲介・倉w 220 237 201 198 204 121 134 117 115 100 
44小 9-、しそ 業 58 61 54 52 51 19 22 19 19 16 
45 含失 迅 巡 輸 16 15 12 11 10 24 23 20 18 14 
46航海・述河・港籾 ゜゜゜゜゜ 1 1 1 1 1 47郵便・報道・通信 16 17 15 14 15 24 27 25 25 23 48その他の述輸 ・25 27 23 22 23 45 51 43 42 39 
49金融・帰属利子 ,10 12 10 10 10 14 18 16 、16 _15 
50 f呆 険・ 4 4 4 3 4 ， 10 ， ， ， 
51飲食・ 布泊 28 29 25 24 27 27 29 25 26 25 
52研究・教 fl・出版 4 4 4 4 4 5 6 6 7 7 
53 朕療・獣,~ ゜゜ 1 1 1 1 l 1 1 1 54その他の営利サービス 71 77 75 76 85 201 239 226 235 230 55地方自治体サーピス 12 13 15 13 14 20 23 25 25 21 
56社 会 保 険 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜57非営利サービス 1 I I 1 1 2 3 3 3 3 
誘発労働者合計 1627 1665 1425 1329 1426 2894 3143 ・2844 2759 2546 
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表3 各最終需要項目による誘発労働者数（続） （単位：1,000人）
部門名
在庫変動の誘発労働・k数 餘Ilの誘発労働者数
1978年 J19so年 J19s2年 J19s4年 J19s6年I1978年 J19so年 J19s2年 J19s4年 J19se年
????
??
?????????????????
??
?????
??
???
?
＿
?
＿?
＿＿＿．
?
―
??
＿
??
?
????
??
?????
??
?
??
???
??
??
??????????????????????
??
????
?
＿ ＿
??
―
??
????? ?
? ?
?
? ?
?????
?
???????????????????????????????????????
????????????????????
?．?．?＿―
??
． ． ?
?????
?????????
??????
? ?
????????
??
?
??????????? ?? ．?
????????
? ???
????
?
?．???
?．
?
．???????????????????．．．
????? ???
????．??．
?
?
? ． ．
????????????? ?? ? ?????????????????????????? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
??
?
??
????????
??
?
????
???
??
??
＿
????
』―?ー
?
??
??
?
??
????????????????????
??
???
＿ ＿ ＿
??????
? ? ??
??
?????????????????????
? ? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ?? ? ? ?
•• 
????????
??? ? ?? ?
?
???????
??
???????????????????
?
誘発労働者合計 63 I 91 I -129 I 74 I. 10 1 5258 I 5488 I 5923 I 5804 I 5976 
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4. 労働誘発構造の要因分解分析
前節では最終需要が生産や労働を誘発している構造を考察したが，実はこれ
はさまざまな要因が複合的に作用した最終結果を見たものである。すなわち，
最終需要の構造と規模が変化し， 技術構造（逆行列）が変化し， 輸入割合等が
変化したことによってもたらされたものである。そこで次に，労働誘発構造に，
ついて各要因ごとに分解して検討してみよう 8)。
まず，労働誘発が第3節でも示したように，次の式によっておこなわれると
仮定する。
L=l・[I-(I-M')AJ-1[([-M')F+E] 
1978年から1978年にかけての中間投入構造の変動が労働誘発構造に与える影
響を調べるために，次の計算をおこなう。
Lao-L1a=l7B・[I-(I-M 1a) AaoJ→ [ CI-M'1a) F78 +恥］
-l1a・[I-(I-M'7B)A78]→[(I-研7B)F1a+E78]
以下同様に，国内最終需要，輸出，輸入係数及び労働投入係数の労働誘発構
造に与える影響も次のように計算される。
（国内最終需要の規模と構造の変化が労働誘発構造に与える影響）
Lao-L75=l75・[I-U-M1a)A1aJ→[(I-研1a)Fao+恥］
-l1a・[I-U-M1a)A1aJ→[CI-M'1s)和＋恥］
（輸出需要の規模と構造の変化が労働誘発構造に与える影響）
- Lao-L1a=l1a・[I-(I-M7B)A78]→ [CI-M'1s)和+EaoJ
-!78・[I-(I-M75)A1a]→ [ CI-M 78) F78 + E1sJ 
（輸入係数の変化が労働誘発構造に与える影響）
Lso.:_ L1s=l1s・[I-CI-M'so)加］→[(I-応）F75+E75J 
8)西ドイツに関して同様の分析をしているのが丸谷 (1986),DIW構造報告 (1988)で
ある。ただし丸谷は1980年まで， DIWは産業X産業ベースの DIW産業連関表で19
80年と1986年の比較である。金子 (1990)は理論的に解説をしている。
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-/78・[I-(I-M78)A78]→ [CI-M'1s)和＋恥］
（労働投入係数の変化が労働誘発構造に与える影響）
Lao-L78=lao・[I-(I-M1B)A1aJ→ [ (I-M 1s) F1a + E78] 
-l1a・[I-(I-M1B)A1SJ-1[(I-M'1a)F1a+恥］
これらの計算を1986年表まで計算して結果をまとめたものが，表4-1~4
である。表の雇用変化額には，実際の雇用変化が記入してある。ここでは交差
項は省略しているが，にもかかわらず各独立項目の考察だけでも，実際の雇用
変化に対する説明力はかなり高いことがわかる。全体の期間を通して，中間投
入係数の変化は農業や多くの製造業に対して労働節約的に，サービス業に対
して労働使用的に推移し，その節約と使用の大小関係で，中間投入係数の変化
全体として誘発労働の変化は，プラスになることもあれば1984~1986年のよう
にマイナスになることもある，といった状況である。また労働投入係数の低下
（労働生産性の上昇）による労働節約効果は， 徐々に減少気味ではあるがかなり
大きくなっている。 この労働投入係数と輸入係数の変化によるマイナス効果
と，国内最終需要と輸出需要の変化によるプラスの効果が，全体の雇用変化に
大きく影響を与えており，その相対関係で全体の雇用動向を決定していること
もわかる。中間投入係数の低下によるマイナス効果はさほど大きな影響力をも
っていないが，これは 2年という短期で分析していることも関係している。
まず1978年から1980年にかけては（表4-1), 労働投入係数が労働節約的に
変化し，輸入品の増加も国内労働に代替的に大きく作用したのに対して，輸出
を含め最終需要が大きく増加し， マイナス効果を相殺してなお余りある雇用
増加をもたらしたことを看取しうる。中間投入係数の変化は農業をはじめ，鉄
鋼，機械，木製品，＇食料品等の産業の雇用にマイナス的に作用し，石炭・コ
ークス，合成樹脂，非鉄金属，陸上輸送機械，その他の運輸，その他の営利サ
ービスにプラスに作用している。労働投入係数の低下による影響は，農業，機
械製品，電気製品，建設・土木，商業，その他の営利サービス，地方自治体サ
ービスなどで特に大きくなっている。マイナスの効果を越える最終需要のプラ
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ー ス効果がない農業などでは，実際の雇用も減少している。
． ところが1980年から1982年にかけては（表4-2), 輸出の増加による労働誘
発効果は依然大きかったが，国内最終需要の増加による労働誘発効果が大きく
減少し，輸出の増加による労働誘発増加よりも少なくなってしまった。この変
化が大きくたたって，労働投入係数の上昇によるマイナス効果を相殺できずに
全体としての雇用は減少することになった。雇用の変化は，電気製品，機械製
品，陸上輸送機械，建設で大きくマイナスとなっているが，いずれも最終需要
の減少によるマイナス効果が，輸入係数，労働投入係数の変化によるマイナス
効果と相乗的に作用した結果である。
1984年は1982年よりは麗用の減少が緩和されたが（表4-3), これは最終需
要の労働誘発が若干増加したことによって，労働投入係数や輸入係数によるマ
イナス効果を多少とも相殺したためである。国内最終需要の労働誘発効果以外
は，すべて1980~1982年よりも低下している。農業や鉄鋼の雇用減少は中間投
入係数，労働投入係数ゃ輸入係数の変化にともなうものであり，機械製品や電
気製品の雇用減少は，主に労働投入係数の減少と輸入係数の上昇に拠るもので
あることもわかる。
さらに1986年になると（表4-4)雇用の変化は一転してプラスに転じる。
しかしこれは最終需要の変化による誘発労働の増加よりもむしろ，中間投入係
数の労働節約的な変化が大きく進行しマイナスに転じたにもかかわらず，輸入
係数が大きく減少して輸入代替を大きく緩和したためである。全体としては雇
用が増加したにもかかわらず，いくつかの産業では大きく減少している。農業
や土石・建築資材，食料品での雇用減少は主に中間投入係数の変化に拠るとこ
ろが大きい。建設や木製品は労働投入係数の減少によるマイナ・ス効果に，国内
需要（主に建設投資）の減少によるマイナス効果が加わったための雇用減少で
ある。 ‘ 
こうして 4つの表を全体的に比較すると，少なくとも短期的には労働投入係
数と最終需要の変化が最も雇用動向に大きな影響力を持っていることがわか
18 
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表4-1 要因別労働誘発変化額 （単位： 1,000人）
要因別労働誘発変化額. I 服川
1978-1980年 変化名aI投入 1労働投
係数 入係数
技術変化 •最終’胡要変化 ??????
????????
????????????????
??
?????????????
??
．???????????????????
?
?
??
? ? ?
??
＿ ?
?
― ＿ ― ―
??
＿
?
＿ ―
??
― ? ? ?
? ? ? ?
?
＿??＿＿??
??
＿ ＿ ＿ ?
??????? ?
O• 
???????????????????
??
―
????
???
、 ＿ ＿ ー
?
????
??
??????? ? ? ??? ???? ?? ?
――一ー一ー
1.17363
→
I2
〗
3324155
＿＿?ー ー
?????????? ???? ?? ? ???????????????
??????????????????????
?．｛?．?＿―
??．?????
???????
．ー?????
?
．?．???
????????????????．?．?
??? ?? ．? 。?． ．?
?
??
??．．．?
?．?．??
????????????? ?????
?
?．?? ． ．
?? ． ャー
????????????? ? ???
••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 
．．．．．．．．．．．．．．．．．?? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
??
???????????????????????????
＿ ＿
?
― ― ― ? ? ? ? ?
?
?＿??＿ー?―――――
????
―
??
＿――＿?ー＿＿＿?
―?????＿＿?
― ―
?
??????
?
???????????????
?
?
????
ー
? ? ?? ?? ?? ???
?
?? ?
?
1・ 634 121 I -3110 3558 1068 -427 
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表4-2 要因別労働誘発変化額 （単位： 1,000人）
要因別労働誘発変化額 1 雇用
1980-1982年 変化額 l投入
係数
技術変化 始兼需要変化
???????????? 輸入係
数変化
???
??
??????????????????????????
????????
ー ー ＿
?
＿
??
-____-____
-l_
_—_-___ 
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?????????????????????
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＿ ＿
??
? ?
????
ー
??
― ?ー???
??????? ??? ? ????
?
???????????????
? ?
??
?
??
????????????????
??????????????
?．． ．
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?
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?????????????? ．?．?．
?
??
????
?
?
????
．．?
?．????????????????????、???．????
?．?．?
???? ．?．?
?
???、 ??
?
?
?? ．
?
???????????? ???? ?????????????????????????
••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
??
????????????????????????
??
???? ?? ? ? ?? ? ??
＿
?
＿
????
―?ーー＿―
???????????
ー??? ? ? ? ?
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?
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???
?
?
＿
??
＿?ー＿＿
?
＿
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―
?
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?
＿
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計・ -627 46 I -2461 1170 1178 -261 
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表4-3 要因別労働誘発変化額 （単位： 1,000人）
要因別労働誘発変化額
1982-1984年
雇用
変化額 I投入
係数
技術変化 紐需要変化
労働投
入係数
???? ???? 輪入係
数変化
l . 俣業
2 .• 林業（含狩猟）・漁業
3. 電力..熱供給
4. ガス
5. 水道
6. 石炭・コークス
7. その他の鉱業
8. 石油・天然ガス
9. 化学製品
10. 石油製品
11・・合 成 樹 脂
12. ゴム製品
13. 土石・逹築資材
14. 隕磁器
15. ガラス
16. 鉄鋼
'17. ~,, 鉄金属
18. 鋳物・製品
19. 圧延銅
20. 鋼及び軽金属構造品
21. 機械製品
22. 事務・情輻処理機諾
23. 陸上輪送機械
24. 船舶
25. 航空機
26. 電気製品
27. 精密機械・ 光学製品
28. 鉄・プリキ・金属製品
匹．楽器・玩具・装飾品
30. 木材加工
31. 木製品
32. パルプ・製紙
33. 紙・板紙製品
34. 印刷・複写
35. 皮革
36. 繊維
37. 衣料品
38. 食料品
39. 飲料
40. 煙卒
41. 建設
42. :I: 木・改修
43. 伊II光• 取引仲介・倉M£
44. 小売業
45. 鉄逍運愉
46. 航海・速河・港窮
47. 郵便・報道・通位
48. その他の巡輸
49. 金臨.¥i}属利子
51. 保険
51. 飲食・紺泊
52. 研究・教育・出版
53. 医療・獣医
54. その他の営利サーピス
55. 地方自治体サーピス
56. 社会保険
57. 非営利サービス
????
??
81122
>
1244
??
????????????????????
＿ー―＿
??
＿ーー＿
?
???
―
??
＿ ?
? ??
?
― ―
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＿ ― ― ?
???????
?
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??????????????????????
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?
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計 -368 20 I -2359 1801 682 -248 
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表4-4 要因別労働誘発変化額 （単位： 1,000人）
技術変化 故終需要変化
要因別労働誘発変化額 巌用 翰入係
1984-1986年 変化額 投入 労働投 国内 翰 Ii', 数変化
係数 入係数 需要 需要
1. 農 業 -37 -69 54 -1 7 -23 
2. 林業（含狩猟）・漁業 ゜ -3 -IO 5 4 4 3. 電カ・熱供給 4 5 -13 10 3 ゜4. ガ ス l -2 2 1 ゜ ゜5. 水 道 -2 ゜ -4 2 1 ゜6. 石炭・コークス -8 -12 -9 25 -13 1 7. その他の鉱業 ゜ -1 1 ゜ -1 2 8. 石油・天然ガス ゜ -3 3 -1 ゜ 2 9. ィヒ 学 製 品 12 -22 27 8 10 -9 10. 石 油 製 品 -3 -5 6 -1 -1 ゜11. 合 成 樹 脂 22 ゜ -3 7 22 -4 12. ゴ ム 製 品 1 ゜ -7 4 8 -3 13. 土石・建築資材 -18 -10 -8 -3 3 -2 14. 陶、 磁 器 -2 ゜ -4 -1 2 1 15. ガ ラ ス 1 ゜ -6 2 5 ゜16. 鉗失 鋼 -12 -6 -8 6 -1 -2 17. 非 鉄 金 属 2 -7 10 1 -2 2 
18. 鋳 物 製 品 4 -4 -12 11 11 ゜19. 圧 延 鋼 15 4 -24 23 18 -2 20. 鋼及び軽金属構造品 1 ゜ -9 14 -4 ゜21. 機 械 製 品 78 -6 -67 61 116 -12 22. 事務・情報処理機器 12 ゜ -4 4 11 I 23. 陸上輸送機械 30 10 -119 87 81 -5 24. 船 舶 -3 -3 ゜ -3 2 2 25. 紺i •,,, 一 機 7 1 -! 6 -14 10 26. 屯 気 製 品 95 13 -57 56 83 6 
27. 精密機械・光学製品 14 -2 -[) 10 20 -3 
28. 鉄・プリキ・金属製品 17 2 -15 16 12 3 
29. 楽器・玩具・装飾品 3 ゜ -3 3 2 2 30. * 材 加 工 -4 -4 -2 ゜ 2 ゜31. 木 製 品 -21 -4 -18 -7 ， ゜32. パルプ・製紙 1 -3 ゜ 2 2 ゜33. 紙・板紙製品 -1 3' -11 5 4 ゜34. 印刷 ・複写 4 -9 -14 22 8 ゜35. 皮 革 -9 ゜ -9 ゜ 5 -5 36. 繊 維 -16 4 -42 ， 13 4 37. 衣 料 品 -10 ゜ -12 -3 1.4 -9 38. 食 料 品 -12 -23 4 7 -1 2 39. 飲 料 -7 -4 -7 2 1 1 
40. 煙 卒 ー3 ゜ -4 1 ゜ ゜41. 建 設 -106 -3 -72 -28 -6 1 42. 土木・ 改修 -27 7 -43 7 3 ゜43. 卸完• 取引仲介・倉庫 -6 -55 -53 72 39 ゜44. 小 ←9しこ 業 -7 -11 -113 122 2 45. 鉗失 逍 述 輸 . -18 -9 -18 7 3 ゜46. 航海・運河・港訥 -2 ,o 2 ゜ -7 3 47. 郵便・報道・通倍 12 12 -35 34 ， -5 48. その他の運輪 31 -11 1 19 24 ゜49. 金臨・帰属利子 28 -48 12 64 4 2 50. 1呆 険 7 15 -28 22 2 ゜51. 飲氏・宿泊 36 4 -29 52 7 4 52. 研究・教育・出版 20 -2 l 16 3 1 
53. 医療・獣医 40 -15 1 55 ゜ ゜54. その他の営利サーピス 84 68 .-156 119 24 5 55. 地方自治体サーピス 84 -18 -217 325 4 ， 
56. 社 会 保 険 ， ゜ -16 27 ゜ ゜57. 非営利サ・ーピス 78 6 -38 113 1 1 
合 貢！~ 419 -219 -12， 04 1419 551 -16 
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る。
しかし中間投入係数や輸入係数のマイナス効果も無視しえぬ大きさであり，
この相対関係の上に実際の雇用が決定されている。
そこで次節以降では 3節に分けて，生産技術構造，最終需要構造，輸出入構
造の各要因の変化を独立に考察してみよう。
5. 生産技術構造の変化
生産技術構造を捉える方法はさまざまなものが開発されているが，基本は投
入係数行列であり，また直接の投入産出構造だけではなく，間接的に誘発する
構造も含めてという場合には， レオンチェフ逆行列が最も重要である。そこで
58部門の技術連関構造を考察する前に，まず内生3部門に統合したスモールモ
デルで，中間投入係数行列，及びレオンチェフ逆行列から導かれるラスムッセ
ン係数の推移を見ておこう 9)。
表5の左側が，内生58部門から 3部門に統合した産業連関表から計算された
中間投入係数行列である。この推移を1978年から1986年まで考察すると，いく
つかの特徴的傾向が浮かび上がってくる。まず第 3行目の数値を各年にわたっ
て比較してゆくと，徐々に高まってきていることに気づく。すなわち各産業部
門がサービスを投入する割合が高まってきている。サービス部門の自己投入率
も高まってきているが，農林水産業や製造業がサービスを投入する割合が顕著
に上昇している。これこそが経済のサービス化といわれる事態の， 1つの産業
連関的把握である。しかも農林水産業の場合は，サービス投入率の上昇ととも
に中間投入率（＝中間投入計／国内生産額）も高まっているが， 製造業の場合は
中間投入率はさほど上昇していない。すなわち，サービスの投入は上昇したも
9)通常通りに．第 1次産業は農林水産業，第2次産業は製造業及び建設業，第3次産業
はサービス業で定義している。ただし電気・ガス・水道に関しては，第2次産業に分
類するか第3次産業に分類するかで議論のあるところであるが，ここでは第3次産業
に分類している。
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表5 中間投入係数行列とラスムッセン係数（内生3部門）
I第1次 1第2次 1第3次 中間 影響力 感応度-I係数 1 係数産業 産業産業 投入率
1 第1次産業 0.123 0.045 0.007 0.517 101. 9 63.1 ， 
7 第2次産業 0.283 0.423 0.138 0.601 111.4 138.0 
8 
年 第3次産業 0.106 0.133 0.260 0.405 86. 7 98.8 
1 第1次産業 0.121 0.040 0.006 0.564 104.5 59.3 ， 
8 
゜
第2次産業 0.322 0.444 0.140 0.623 111.1 141. 6 
年 第3次産業 0.121 0.139 0.266 0.412 84.3 99.0 
1 第1次産業 0.124 0.042 0.006 0.542 102.5 59.9 ， 
8 第2次産業 0.306 0.433 0.136 0.626 111. 7 138.1 
2 
年 第3次産業 0.112 0.151 0.279 0.421 85.3 102.0 
1 第1次産業 0.119 0.039 0.006 0.560 103.7 58.6 ， 
8 第2次産業 0.317 0.431 0.132 0.627 110.9 -137.1 
4 
年 第3次産業 0.124 0.157 0.285 0.423 85.3 104.3 
1 第1次産業 0.126 0.035 0.006 0.543 103.6 60.6 ， 
8 第2次産業 0.287 0.403 0.123 0.602 109.8 131. 3 
6 
年 第3次産業 0.130 0.164 0.287 0.416 86.7 108.1 
のの製造業からの自己投入が1980年以降減少傾向であり，製造業内において投
入の代替が進んでいることを裏付けている。すでに第4節で，投入係数の変化
が誘発労働に農林水産業や製造業でマイナスの影響を与え，サービス業にプラ
スの効果をもたらしている事実を見たが，その根底にはこのような中間投入構
造の変化があったのである。
そこで次に間接波及効果も含めて考察するために， レオンチェフ逆行列から
求められるラスムッセン係数（影響力係数・感応度係数）を計算してみる。影響
力係数は，その部門の最終需要が 1単位増えた時に他部門にどの程度の波及効
果を与えるかを， 各部門の影響力の平均を 100形とした時にいくらで表わせる
24 
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か，という形で表現したものである。すなわち逆行列 (I-A)•-1 を B(=b;,;)
で表わした時に， j部門の影響力係数 e;は次のように定義される。
e;=lOOX~ 仇;/(~b;,;)/n
1、
また感応度係数は，その部門も含め全ての部門で最終需要が 1単位増えた時
に，その部門にはどの程度の影響があるか，．すなわちその部門はどの程度感応
的であるかを，各部門の感応度の平均を 100%とした時にいくらで表わせる
か，という形で表現したものである。 i部門の感応度係数 k;は次のように定義
される。
k;=lOOX匹叫（エ匹；，;)In
ヽ J
表5の右側の影響カ・感応度係数はこのように計算されたものである。内生
3部門レベルでは，各年とも製造業の影響カ・感応度が最も高く，他部門に影
響力を最も与えやすく，また他部門からも最も影響されやすくなっている。し
かし1982年以降は影響力は低下気味であり，感応度も農林水産業とともに1980
年以降低下傾向を示している。それに対して，サービスの感応度が徐々に高ま
っていることが注目される。すtよわちサービス業自体を含め他部門で投入され
る割合が増大することによって，他部門の最終需要の増大によってサービス部
門の影響される割合がますます高まっていることを意味する。経済のサービス
化がこのように，サービス部門の感応度係数の上昇という形で現われている。
表6は影響力係数と，感応度係数を内生58部門表から計算した結果である10)。
まず影響力係数については，農業はあまり大きな変動がないのに対して，林
業・漁業で大きく上昇している。 しかし100%以下であり， 平均よりは他部門
への影響力が小さいことを示している。エネルギー・鉱業部門では，電力や水
道で影響力が増大しているのに対して，ガスや石油で減少している。製造業の
中でも上昇している部門と下落している部門とがある。他部門への影響力を増
10)金融・帰属利子部門の影響カ・感応度係数が異常に高くなっているのは，連邦統計局
の帰属利子の処理法にもよっている。詳しくは良永 (1986)参照。
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表6 影響力係数・感応度係数の推移
影響力係数 感応度係数
部門名
1978年 1980年 1982年 1984年 1986年 1978年 1980年 1982年 1984年 1986年
1 塁 業 98.33102. 74 98.39 99.99 99.16 134.24 123.06 124.89 121. 72 117 .84 
2 林業（含狩猟）・漁業 78.42 80.26 83.03 85.82 86.40 82.82 77.91 73.53 71.45 72.57 
3 電力．・熱供給 83.67 89. 12 93.14 89.12 91.72 151.81 150.86 161. 72 162.75 173.50 
4 ガ ス 92.07 88.20 84.39 85.39 85.74 70.59 73.71 86.29 79.31 77 .32 
5 水 道 62.46 69.65 72.66 70.84 ,74.58 52.33 49.15 49.47 49.29 51.31 
6 石炭・コークス 102.81 100.59 100.80 92.57 100.15 116.86 125.82 131.93 122. 76 124.43 
7 その他の鉱業 115.16 105.97 97.46 93.40 106.37 97.46 97 .31 91.96 92.11 93.57 
8 石油・天然ガス 69.64 64.87 55.43 56.44 62.10 139.61 180.18 195.37 184.08 127 .10 
'9 化 学 製 品 113.59117.07 115.67 112.29 106.41 268.05 272.03 277 .04 287.37 270.96 
10石 油 製 品 84.95 93.63 90.78 91.39 83.09 130.86 168.21 169. 12 163.97 117 .67 
11合 成 樹 脂 103.89105.53 104.60 104.60 IOI. 18 87 .37 90.90 86.40 89.52 92.61 
12ゴ ム 製 品 90.62 91.38 89.87 90.45 86.61 56.93 56.56 55.12 54.41 56.60 
13土石・建築資材 95.35 96.05 97.27 96.09 95.17 85.17 81.90 81.76 79.97 81.03 
14'匂 磁 器 77.12 76.90 78.57 77.81 78.11 47.30 45.54 45.22 45.18 47.11 
15ガ ラ ス 92.50 91.03 94,12 94. 77 96.19 64.36 61.94 61.27 60.42 64.29 
16鉄 鋼 187.10177. 75 173.86 170.93 171.68 317.32 303.19 269.50 251.83 252. 76 
17非 鉄 金 属 134.51 145.29 134.93 136.38 126.21 133.39 160.97 130. 75 140.66 122.80 
18鋳 物 製 品 92.05 95.00 92.74 95.32 91.99 63.57 62.49 59.67 58.32 60.79 
19圧 延 鋼 125.21 122.94 120.82 119.84 117.50 88.21 84.71 79.94 77.40 81.30 
20鋼及び軽金属構造品 108.99 112.43 107.08 102.70 104.69 64.97 62.22 63.54 58.14 61.01 
21機 械 製 品 100.41 98.68 98:91 98.31 100.16 123. 79 118.29 114.97 118.10 119.:!2 
22事務・情報処理機器 90.94 95.59 94.68 106.22 106.83 52.58 52.23 54.36 53.16 55.59 
23陸上輸送機械 103.69 103. 72 103.39 104.72 107.00 87 .66 86.87 80.46 77.51 82.25 
24船 舶 108.59 114. r1 113. 74 l07. 76 11 I. 15 49.77 48.87 49.95 50.40 52.34 
25航 空 機 91.7:l 92.24 96.37 90.76 92.32 53.32 53.50 54.63 53.57 58.19 
26電 気 製 品 89.72 90.80 88.52 88.45 87.86 128.60 126.68 119.58 124.92 132.71 
27精密機械・光学製品 81.10 82.47・ 80.26 84.50 84.91 57. 77 55.44 53.55 5:l.~O 55.22 
28鉄・プリキ・金属製品 104.93 105.69 103.16 103.56 102. 52 83.19 80.03 76.42 75. 70 79.21 
29楽器・玩具・装飾品 91.96 100.26 88.51 91.65 90.67 47 .95 46.55 45.5:l 45.21 47.04 
30 * 材 加 ユ： 107 .13 107 .81 106.34 107 .67 107 .10 76.54 75.99 69.80 70.95 71.30 
31木 製 品 97.70 97.06 94.80 96.04 97 .36 61.93 56.45 53.41 54.IO 55.59 
32バルプ・製紙 112. 11 116.43 121.47 118.22 115.00 116.27 121.26 125.18 124.80 121.13 
33紙・板紙製品 110.11 115.07 114. 73 113.92 110.67 78.4:1 75.64 74. 77 72.66 77.08 
34印刷 ・複写 87.85 89.81 ,92.57 90. 19 91.50 100.51 95.41 90.81 88.33 90.02 
35皮 革 93.31 90.87 91.88 97 .88 98.27 61.18 56.43 56.95 57.28 60.10 
36織 維 103.35 104.16 104.03 105.57 106.55 102.20 98.11 90.72 92.13 99.82 
37衣 料 品 100.91 100.93 99.55 102.18 104.49 50.77 48.43 48.20 48.01 50.13 
38食 料 品 124.72 124. 74 123.19 123.48 122. 78 131.26 121.04 115. 73 116.86 111.96 
39飲 料 93.30 95.90 94.19 94.98 95.47 67.11 63.15 61.70 59.90 60.81 
40煙 草 60.10 60. 75 60.52 60.21 60,71 46.63 44.59 44.35 44.40 46.35 
41建 設 88.95 87.27 87.69 88.84 89.27 66.20 65.68 62.61 61.31 64.61 
42土木 改修 88.94 89.60 88.81 89.69 89.78 61.32 60.18 6Q.84 61.61 65.16 
43 卸光•取引仲介・倉庫 72.32 69.70 69.19 69.77 69.95 209.24 210.63 195. 17 201.05 198.42 
44小 9. し, 業 67.87 68.13 68.37 67.63 69.49 55.97 53.84" 53.54 54.00 55.23 
45鉄 道 速 輸 76.56 78.84 76.86 72.13 76.39 63.55 61.21 59.55 57.36 58.42 
46航海・巡 ju[ ・港湾 100.5:! 101.93 101.85 102.82 102.40 72.78 70.36 70.95 71.28 73.18 
47郵 1虻・報道・通信 50.76 50.24 50.90 50.08 53.04 87.08 83.11 84.87 84.23 89.50 
48その他の述輸 82.93 82. 75 82.95 85.98 84.22 132.54 137 .49 134.88 148.43 150.56 
49金幽・帰属利子 477 .23 441.59 500.80 508.28 481.18 403.90 382. 78 441.82 442.16 415.59 
50保 険 83.04 82.65 84.41 82.48 86.11 63.52 60.0J 61.25 61.75 69.13 
51建物・住宅貨貸 61.88 61.08 61.38 61.10 63.31 73.21 75.04 82.00 84.99 89. 79 
52飲食 宿泊 102 .28 99. 72 97.99 97.40 95.44 87 .92 83.43 82.45 80.94 84.97 
53研究・教育・出版 99.04 94.98 95.02 92.85 93.81 68.95 68. 76 70.54 75.57 77.88 
54医釈 ・獣医 66.83 65.76 65.28 65.33 66.97 63.77 61.73 61.28 61. 12 63.20 
55その他の営利サーピス 70.80 68.61 69.04 69.29 70. 72 283.49 300. 75 334. 79 345.84 390.65 
56地方自治体サービス 70.26 69.11 69.49 69.96 72.01 78.10 76. 78 82.28 80.75 si.61 
57社 会 保 険 107.72 105.62 105.20 105.&l 108.42 43.67 42.12 42.19 42.22 44.10 
58非．営利サーピス 69.98 68.34 68.33 68.34 69.11 54.13 52.47 53.42 53.43 55. 73 
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しているのは， ガラス， 情報処理機器， 陸上輸送機械， 精密機械，印刷・複
写，皮革，繊維，飲料，海上運輸，保険などである。とりわけ事務・情報処理
機器は約91彩から107彩へと大きく影響力を高めており，平均よりも影響を与
えやすい部門へと変貌している。これは注目点の 1つであろう。反対に影響力
を弱めている部門は，化学製品，鉄鋼・非鉄金属・圧延鋼などの金属，電気製
品，飲食・宿泊，研究・教育などである。特に鉄鋼は依然として平均よりは影
響を与えやすい部門であることに変わりはないが， 187彩から172彩へと大きく
影響力を低下させている。
他方， 感応度係数についてはまず， 農林水産業｀ （第1・2部門）で134彩から
118彩へと大きく減少していることが目につく。 これこそが， 第4節で見た投
入係数の変化が絶えず農林水産業の雇用にマイナス的に作用していた原因であ
る11)。他に感応度を低下させている部門は，その他の鉱業，鉄鋼関連分野，陸
上輸送機械， EBM(鉄・ プリキ・金属）製品，木材加工・木製品，印刷・複写，
食料品，欽料，建設，卸売業，鉄道運輸などである。特に鉄鋼関連の分野は影
響力とともに感応度も大きく低下させており，鉄鋼危機 (Stahlkrise)といわれ
た1982年以降の状況を反映する結果となっている。自動車は影響力を強めつつ
あるものの感応度を低下させており，ますます他部門に影響力を与えやすいが
他部門から影響を受けにくい部門となりっつある。また石油・天然ガス，石油
製品は実に大きな変動を示しており，輸入価格の変動と他のエネルギーヘの代
替を伺わせる結果となっている。感応度を高めつつあるのは，電カ・ガス・石
炭といったエネルギー関連部門，事務・情報処理機器，その他の運輸，不動産
・住宅賃貸，研究・教育，その他の営利サービスなどである。特に，その他の
営利サービスは100彩以上も感応度を上昇させ，経済のサービス化を裏付ける
結果となっている。また事務・情報機器もまだまだ数値自体は低いものの上昇
の傾向が出てきている。
11)中間投入係数の変化の雇用に与える影響は感応度係数．または労働感応度係数と密接
に関連している。
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6. 最終需要構造の変化
次に最終需要構造についても，項目ごとに規模と構成を見ておこう。
まず民間消費需要については，全体として1970年代から1980年代にかけて成
長率が低下しており， 特に1978年から1980年へかけては各産業（商品）への需
要は大きく伸びたが， 1982年以降は徐々に成長率が低下している。運輸を除く
各サービス分野は安定的な成長を遂げているが，土木・改修やエネルギー関連
業，製造業の非鉄金属などは変動が激しくなっている。一方全体の傾向とは反
対に，需要の成長を高めてきているのは自動車であるが，民間消費全体に占め
る割合（構成比）はさほどかわっていない。民間消費に占める割合を徐々に伸
ばしてきている分野はサービス産業に多いが，特に保険や建物・住宅賃貸の伸
びが大きい。政府消費についても1978年から1980年までは大きく伸びたが， 19
80年以降は4%程度の伸びに落ち着いている。
大きく変動しているのが設備投資と建設投資である。設備投資は1980年にか
けての大きな成長から一転して1982年にマイナス成長になったが， 1982年以降
は徐々に成長率を伸ばしてきている。特に船舶や航空機などの輸送機械，情報
処理機器などの需要が大きな変動を示している。設備投資全体としては1982年
にマイナス成長となっているにもかかわらず，船舶と航空機だけは20彩を超え
ている。ところが航空機はその後30形以上の減少を示している。 1984年にかけ
て大きく需要が伸びたのが事務・情報処理機器である。 1986年には成長率が低
下したが10彩を超える伸びであり，設備投資全体に占める割合も1980年以降一
貫して上昇しており，この点にも経済の情報化の一端がはっきりと表われてい
る。その他電気製品が構成比を伸ばしているのに対して，鋳物製品，陸上輸送
機械，木製品などは低下している。建設投資は，その80~る以上が建設，土木・
改修からの需要であるが， 1982年と1986年にマイナスの成長となり， 1984年に
は3彩の成長があったが，基本的には1980年代中盤まで低迷している。圧延鋼
や金属構造品，その他の営利サービスなどの建設投資に占める割合が上昇し，
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表7-1 民間消費需要の成長率と構成比
年平均成伍率 構 成 比
民間消費項目
78-80 80-82 82-84 84-86 78年 80年 82年 84年 86年
晟― 業 5.8 5.1 2.9 0.6 2.2 2.2 2.2 2.1 2.0 
林業（含狩猟）・漁業 6.7 2.9 4.3 2.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 
電カ・熱供給 6.1 12.9・ 7.0 3.9 2.0・ 2.0 2.3 2.4 2.4 
ガ ス 18.8 20.6 10.0 -0.2 0.6 0.8 1.0 1.2 1.1 
石炭・コークス 14.2 4,9 1.2 -2.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 
その他の鉱業 5.2 3.5 5.6 1.6 0.0 0.0 ・o.o 0.0 o.o 
化 学 製 品 5.7 6.2 4.3 3.3 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 
石．油 製 品 20.8 3.7 3.7 -11.2 3.9 5.0 4.8 4.8 3.5 
.-" ~ 成 樹 脂 8.6 3.6 7.3 3.3 0.5 0.5 0,5 0.5 0.5 
ゴ ム 製 品 8.6 4.6 1.5 3.7 0,3 0,3 0.3 0.2 0.2 
:.I: 石・延築資材 7.2 3.9 -0.6 1.9 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2 
陶 磁 器 7.3 2.5 4.8 3.i 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 
ガ ラ ス 4.3 2.0 6.0 3.8 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 
非 鉄 金 属 8.2 43.3 -17.1 30.8 0.0 0.0 O.l o.o 0,1 
圧 延 鋼 5.1 4.0 5.3 3.8 0.0 o.o 0.0 0.0 0.1 
機 械 製 品 5.9 1.1 1.4 2.8 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 
事務・情報処理機器 7.2 2.3 9.4 3.1 0.0 o.o o.o 0.0 o.o 
棟上輸送機械 -1.6 2.3 9.1 II. I 5,7 4.8 4.6 5.0 5,7 
船 舶 6.7 2.1 1.5 2.8 0.0 0.0 0.0 ・o.o 0.0 
航 ” ~ 機 9.2 0.0 4.7 2.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
屯； 1,¥ 製 品 6.2 1.0 1.4 2.1 2.2 2.1 2.0 1.8 1.8 
梢密機械・光学製品 9.7 I. 7 3.8 3.0 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 
鉄・プリキ・金属製品 7.2 l.5 5.4 3.2 0.6 0.6 0.5 0.6 0.5 
楽器・玩具・装飾品 5.2 0.8 3.4 3.8 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8 
＊ 材 加 ユ： 8.5 5.5 4.8 4.3 o.o _o.o 0.0 0.0 0.0 
＊ 製 品 7.6 1.0 1.7 1.8 2.1 2.2 2.0 1.9 1.8 
バルプ・製紙 6.4 5.7 3.0 3.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
紙・板紙製紙 7.2 4.7 8.5 2.9 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 
印刷 ・複写 7.1 4.8 0.2 3.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
皮 革 12.1 0.6 3.7 3.9 1.1 1.2 1.1 1.1 I.I 
繊 維 6.0 1.5 3.3 3.4 2.0 2.0 1.9 1.8 1.8 
衣 料 品 5.6 1.2 3.4 3.5 3.6 3.5 3.3 3.2 3.2 
食： 料 品 5.2 4.3 1.5 0.9 12.2 11.8 11.7 11.0 10.5 
飲 料 3.8 6.4 1.0 '3.1 2.2 2 .1 2.1 2.0 2.0 
煙 草 5.1 5.5 4.9 2.5 1.9 ・ 1.8 1.8 1.8 1.8 
土木・ 改修 7.2 2.1 -0.7 3.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 
卸売•取引仲介・倉庫 5.5 4.3 5.7 4.7 3.9 3.8 3.7 3.8 3.9 
小 ,．．、~こ ・業 6.4 4.3 2.2 3.1 12.5 12.4 12.2 11.7 11.6 
鉄 追 述 綸 7 .1 1.8 -0.1 0.8 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 
航海・運 j,f・港病 8.4 4.5 -0.5 I.I o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 
郵便・報道・通信 3.9 5.6 4.7 4.6 2.0 1.9 1.9 1.9 2.0 
その他の連輸 8.3 4.9 2.4 2.6 1.9 2.0 2.0 1.9 1.9 
金蘊・ 帰属利子 9.0 8.0 8.7 7.2 0.6 0.6 0.6 0.7 0.7 
保 ．険 9,0 8.0 9.9 7.1 2.2 2.2 2.2 2.6 2.8 
建物・住宅宿貨貸 7.9 7.8 7.6 5.2 14.5 14. 7 15.6 16.5 17.1 
飲食・ 泊 6.9 4.8 3.7 3.5 4.2 4.2 4,2 4.1 4.1 
研究・教育・出版 9.2 6.9 7.9 5.6 2.3 2.4 2.5 2.7 2.8 
l辰叙・獣医 9.8 6.6 7.8 3.7 1.2 1.2 ~-3 1.3 1.3 
その他の常利サーピス 7.4 3.8 3.9 4.5 3.3 3.3 3.3 3.2 3.3 
地方営自利治体サービス 4.3 0,3 6.9 7.9 1.1 1.0 0.9 1.0 l•. l 
非 サーピス 8.2 4.1 5.9 8.2 2.1 2.1 2.1 2.2 2.4 
総 ・額 6.9 4.9 4.6 3.4 100.0 100.0 100.0 100,0 100.0 
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表7-2 政府消費需要の成長率と構成比
年乎均成長率 構 成 比
政府消費項目
78-80 80-82 82-84 84-86 78年 80年 82年 84年 86年
地方自治体サービス 8.4 4.6 2.9 4.1 69.3 69.2 69.1 68.22 67.6 
社 会 保 険 8.7 4.7 5.2 5.4 30.7 30.8 30.9 31.8 32.4 
総 額 8.5 4;7 3.6 4.5 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
表7-3 設備投資需要の成長率と構成比
年平均成此率 構 成 比
設備投資項目
78-80 80-82 82-84 84-86 78年 80年 82年 84年 86年
鋳 物 製 品 5.1 -1.6 -1.9 6.8 0.8 0.8 0.8 0.7 0.6 
鋼及び軽金属構造品' 20.9 6.9 -6.4 -0.9 2.5 3.0 3.5 2.8 2.4 
機 械 製 品 10.5 -z.z 3.2 8.8 31.0 31.5 30.7 29.7 30.0 
事務・情輻処理機器 8.8 4.7 25.9 10.5 5,9 5.8 6.5 9.4 9.8 
陸上輸送機械 9.4 -4.2 1.9 14.3 14.3 14.2 13.3 12.6 14.0 
船 舶 -15.9 20.9 0.6 -5.0 2.5 1.4 2.2 2.0 1.5 
航 空 機 -7.6 27.3 -34.8 87.5 I.I 0.7 1.2 0.5 1.、1
電 気 製 品 11.1 0.4 5.5 8.1 18.3 18.8 19.3 19.5 19.5 
精密機械・光学製品 7.2 -4.2 3.1 4.3 2.6 2.5 2.3 2.2 2.1 
鉄・プリキ・金属製品 6.5 -2.9 9.5 5.3 3.8 3.5 3.4 3.7 3.5 
楽器・玩具・装飾品 14. 7 -8.1 7.3 -1.5 0.4 0.4 0.3 0.4 0.3 
木 製 品 8.7 -4.6 3.8 1.6 3.8 3.8 3.5 3.4 3.0 
繊 維 6.0 -1・.6 3.4 1.0 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 
卸売•取引仲介・倉庫 11.7 -3.8 7.1 3.3 9.9 10.2 9.7 IO.I 9.1 
小 , . ~ 業 8.4 -0.1 2.8 1.7 2.2 2.1 2.2 2.1 1.8 
鉄 迫 遮 輸 15.6 -14.7 5.0 -1.8 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 
その他の連輸 11.6 1.8 -4.3 4.2 0.5 0.5 0.5 0.5 0.4 
＾ " 計 9.6 -1.0 4.!l 8.3 100.0 100.0 100.0 100.0 I 
表7-4 建設投資需要の成長率と構成比
年平均成長率 構 成 比
述波投資項目
78-80 80-82 82-84 84-86 78年 80年 82年 84年 86年
林業（含狩猟）・漁業 7.8 -0.9 3.2 4.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 
合 成 樹 脂 19.3 3.3 7.4 2.9 o.~ 0.4 0.5 0.5 0.5 
:.I: 石・建築資材 25.4 18.7 4.7 -4.5 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 
非 鉄 金 属・ 19.4 -12.9 8.4 -6.0 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 
圧 延 鋼 4.4 5.6 7.7 12.2 2.4 2.1 2.4 2.6 3.2 
銅及び軽金属構造品 14.1 -2.1 4.9 3.4 4.3 4.4 4.3 4.4 4.8 
機 械 製 品 11.2 4.3 8.6 -0.9 0.2 ・0.2 0.2 0.3 0.3 
電 気 製 品 15.2 0.5 4.0 3.7 1.8 1.9 2.0 2.0 2.1 
鉄・プリキ・金属製品 10.0 -3.6 10.1 1.8 0.6 0.6 0.5 0.6 0.6 
＊ 製 品 U.7 -1.5 1.1 -1.7 0.7 0.6 0.6 0.6 0.6 
建 設 14.3 -3.0 2.6 -2.0 57 .4 57.7 55,9 55.1 53.2 
土木・ 改修 14 .3 0.4 2.9 -0.4 26.2 26.4 27.4 27.2 27.1 
その他の連輸 7.4 0.7 -1.5 3.7 0.0 0.0 o.o o.o 0.0 
その他の営利サーピス 13.3 2.2 8.2 5.1 5.5 5.4 5.8 6.4 7. I 
合 li1・ 14.0 -1.5 3.3 -0.3 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
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表7-5 輸出の成長率と構成比
年平・均成長率 構 成 比
輸出項目
78-80 80-82 82-84 84-86 78年 80年 82年 84年 86年
展 業 12.8 21.0 13.2 3. 7 0.6 0.6 0.8 0.8 0.8 
林業（含狩猟）・漁業 21.0 -1.4 5.3 4.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 
屯）J ・熱供給 51.4 -9.4 11.5 4.9 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 
ガ ス 37.0 -24.5 28.7 -2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
水 道 141.5 -56.9 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 
れ炭・コークス -9.0 -13.1 14 .o -28.1 l.5 1.0 0.7 0.7 0.3 
その他の鉱業 23.7 -16.1 23.3 -13.8 0.2 0.3 0.2 0.2 0.1 
石油・天然ガス 72.8 -21.8 27 .1 -33.9 0.1 0.2 0.1 0.1 0.0 
化 学 製 品 .13.2 6.2 14.4 0.6 11.9 12.5 12. 7 13.5 12.6 
石 油 製 品 47.4 1.3 6.4 -27.3 0.7 1.3 1.2 I.I 0.6 ＾ •• 成 樹 脂 15.3 6.7 14.5 10.5 1.5 1.6 1.7 1.8 2.0 ゴ ム 製 品 9.1 1.2 12.8 6.8 0.9 0.9 0.8 0.8 0.9 
土石・建築査材 4. 7 0.7 9.5 6.7 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 
陶 磁 器 10.0 -1.0 ,1.8 4.2 0.4 0.4 0.4 . a 0.3 
ガ ラ ス 11.4 2.7 16.4 8. 7 0.5 0.5 0.5 0.5 0.6 
鉄 銅 8. 7 -4.7 11. 5 -4.6 ,J.8 4.6 3.8 :l.8 3.2 
Ji'- 鉄 命 属 21.!i 6.9 8.5 -6.0 1.9 2.3 2.4 ;i.3 1.9 
鉗 物 製 品 9.4 7 .0 4.0 4.7 0.2 0.2 0.3 0.2 0.2 
l:1: 延 銅 10.3 -2.6 9.4 6.0 1.:i 1.3 I.I 1.1 1.2 
鋼及び経金属構造品 2.7 4.1 3.9 -7.3 1.2 1.1 1.0 0.9 0.7 
機 械 製 品 7.4 2.1 6.3 9.6 16.2 15.3 14.4 13.2 14. 7 
,j; 務・情報処理機器 17 .5 14 .4 21.:i 12.9 1.2 1.4 1.6 1.9 2.3 
陸上飾送機械 9.6 10.7 10.4 8.1 J:l.6 13.4 14.8 14. 7 15.9 
船 舶 -27.8 15.9 -4.5 8.2 0.9 0.4 0.4 0.3 0.4 
航 空 機 26. 7 28.2 14. 7 -15.0 0.7 1.0 1.4 1.5 1.0 
電： 気 製 品 8.3 5.0 12.3 8.2 9.3 9.0 8.9 9. 1 9.9 
梢密機械・光学製品 8.0 3.1 10.0 11.0 1.7 1.6 l. 5 I. 5 I. 7 
鉄・プリキ・金属製品 11.0 1.6 14.4 3.2 2.6 2.6 2.4 2.6 2.5 
楽器・玩具・装飾品 27 .6 -6.0 5.5 1.6 0.8 1.0 0.8 0.7 0.7 
木 材 加 工 14.2 -1.5 11.2 8.5 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 
＊ 製 品 5.8 0.0 11.0 9.3 0.9 0.9 0.8 〇.8 0.9 
パルプ・製紙 16.3 7 .2 25.5 2.5 o. 7 0.8 0.8 1.0 1.0 
紙・板紙製品 14.6 11.2 19.0 6.7 0.4 0.5 0.5 0.6 0.6 
印刷 複与 20.1 8.8 II. 5 12. 7 0.3 0.3 0.3 0.3 0.4 
皮 ;y,: 14.5 4.2 18.5 7 .2 0.4 0.4 0.4 0.5 0.5 
繊 斎It 9.1 2.4 13.3 4.0 2.9 2.8 2.6 2.8 2.8 
衣 序斗 品 12.8 4.5 14 .5 10.2 1.0 1.1 1.0 1.1 1.3 
食： 料 品 16.1 8.0 7. 7 -1.2 3.5 3.8 4.0 3.8 3.4 
飲 料 13.8 10.5 15.2 4.0 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 
煙 1,・.: 14.9 6.8 2:l. 7 10.5 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 
建、 設 -2:l.4 40.5 8.9 -14.2 0.7 0.3 0.6 0.0 0.4 
卸売• 取引仲介・倉庫 13.9 12.3 9. I 3.0 3.2 3.4 3.8 3. 7 3.6 
鉄 逍 迩 翰 15.3 :LO 10.2 -0.7 0.5 0.6 0.5 0.5 0.5 
航海・述河・港洲 11.9 8.6 -2.5 -6.8 2.4 2.5 2. 7 2. 1 1.6 
郵使・報道・通信 9,5 18.0 8.3 7.0 0.3 0.3 0.4 0.4 0.4 
その他の連輪 輸 12.3 6.0 14A 6.9 2.9 3.0 3.0 3.2 3.4 
金融・帰属利 -'J 4.2 14.1 -4.1 -8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
f必 険 -7.7 4.8 4.6 10.7 0.1 0.1 0.0 u.o 0.0 
建物・住宅貨貸 11.5 3.6 16.9 15.0 0:2 0.2 0.2 0.3 0.3 
飲食 • 宿泊 7.9 2.4 13.6 -5.7 0.-i 0.4 0.4 o . 4 0.3 
研究、．教育・出版 9.3 3.2 11. 7 6.1 0.7 0.7 0.6 0.6 0. 7 
その他の常利サービス 0.6 3.2 8.1 3.0 1.8 1.5 1.4 1.3 1.3 
地方自治体サービス 6.9 -6.6 16.0 -11.5 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 
総 額． 10.4 5.4 10.8 4.1 ・100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
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建設自体からの需要割合はむしろ低下していることが注目に値するであろ
う。
最後に輸出需要についても， 1982年と1986年には全体として大きく成長率が
低下しているが，他の項目と違うのは， 1980年だけではなく1984年にも大きく
伸びている点である。輸出の中で大きな割合を占めているのは，主要4産業と
いわれる化学，機械，自動車，電気製品であり，この 4産業で輸出全体の約50
彩を占めているため，この 4産業の輸出動向が輸出全体の動向に大きく影響し
ている。自動車は一貫して好調であり，また機械製品も1980年以降成長を加速
させている。他に注目すぺき産業として，輸出に占める割合を徐々に低下させ
ている鉄鋼（銑鉄・粗鋼）， 変動しつつも好調を維持している情報処理機器，変
動の大きな鉱業・エネルギー製品，船舶，航空機，等を挙げることができるで
あろう。
以上各最終需要項目の成長と構成を産業別に見てきた。民間消費の成長率低
下傾向，成長率自体は変動しつつも好調な輸出，変動がかなり大きくマイナス
になることもある設備・建設投資，これらの各項目が作用しあって最終需要全
体の変化による雇用誘発変化ということになる。たとえば1982年は，各最終需
要目が軒並み成長率を低下させたために，複合的に労働誘発効果が大きく減少
したというべきだろう。 1986年も同様であるが，設備投資が好調であったため
に，労働誘発効果はそれほど大きくは減少しなかった。
7. 輸出入構造の変化
最後に輸出入構造について見ておこう。輸出需要については前節で見たの
で，ここでは単純に輸出入率等を検討するのではなく，国内生産誘発との関連
で輸出入率を定義し，また自給自足率も計算し各年度の比較を行ってみょう 12)。
まず輸出率（表8)は，国内最終需要が誘発している生産額水準を100彩とし
た時に， その水準に対して外需（輸出）がどの程度内需を補う生産を誘発して
12)レオンチェフ (1963),良永 (1987)等を参照されたい。
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いるかを示す割合として定義する。すなわち，
第 i部門輸出率（彩）=lOOxYE;/YF; 
また輸入率（表8)も同様に，国内最終需要が誘発している生産額水準を100
％とした時に，その水準に対して輸入によってどの程度国内生産が代替されて
いるかを示す割合と定義する。すなわち，
第i部門輸入率（彩）=lOOX YM;/Yn 
ただしここで， Ynは国内最終需要（輸入含）を生産するために直接・間接
に必要とされる生産額， YEiは輸出 0濯f)を生産するために直接・間接に必
要とされる生産額， YMiは輸入を仮に国内で生産すると仮定した際に直接・
間接に必要とされる生産額とする。
自給自足率は， 100彩水準に輸出率を加え， 輸入率を引いたものと定義され
る。すなわちまず国内最終需要が誘発している生産額水準を100%とした時に，・
その水準に対して，外需（輸出）はどの程度内需を補う生産を誘発しているか，
その割合を100彩に加え， そこから， 輸入によってどの程度国内生産が代替さ
れているかを示す割合を差し引いたものが，自給自足率（表9)である。
輸出率が100彩を超える産業は，輸出が国内最終需要以上に国内生産を誘発
していることを示している。その他の鉱業，化学製品，鉄鋼，非鉄金属，機械
製品，海運サービスなどがそれに該当し，輸出競争力があり輸出主導の国内生
産であることを示している。ところが西ドイツの場合これらの産業の多くは，
輸入による国内生産の代替も多くなっており，その他の鉱業，石油・天然ガス
非鉄金属 海運サービスで輸入率は100彩を超えている。その結果として自給
自足率は， その他の鉄業や石油・天然ガスは 100彩を大きく割り込んでいる。・
石炭は西ドイツには世界有数の埋蔵量を誇る鉱脈があり，戦後に 1つの花形産
業であったが，最近は安価な石炭の輸入が増えるとともに石炭生産量が減少
し，自給率が急激に低下してきていることも見て取れる。これがまた鉱山での
雇用を減らす原因となっている。
西ドイツは EC諸国の中でも自給率が100彩を超える産業が多いのが特徴で
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表8 輸出入率（形）の推移
飾 Ii', 率 輸 入 率
部 l"I 名
l¥J78年 1980年 1982年 1984年 1986年 1978年 1980年 1982年 1984年 1986年
1 農 業 13.8 lu.1 18.8 20.1 20.3 50.5 52. 7 52.9 56.1' 56.5 
2 林業（含狩猟）・漁来 24 .9 26.8 :!I.I 31.5 32.3 55.4 61.8 59.5 64.3 60.5 
3 電カ・熱供給 29.2 31. 7 34.2 :J4.0 33.1 27 .9 33. 7 32.6 33.0 30.8 
4 ガ ス 30.0 31.5 :J6.4 33.7 31.7 25.5 29.3 30.8 29.2 26.8 
5 水 逍 20.6 20. 7 22.3 22.6 21.5 18.8 20.4 19.6 20.3 18.8 
6 石炭・コークス 98.3 78.0 71.9 78.5 62.1 50.2 54.1 52. 1 56.3 49.3 
7 その他の鉱業 120.2 112.6 141.5 133.0 125.2 180.1 180.4 201.3 191. I 180.4 
8 石油・天然ガス 25.0 28.1 33. 7 33.2 28.7 114.0 120.9 123.6 123.2 115.5 
9 ィヒ 学 製 品 88.5 94.9 111. 7 113.5 113.5 63.3 73.5 85.4 83.4 82.0 
10石 油 製 品 23.4 26.8 31.9 31.9 25.9 48.1 48.4 55.2 60.1 54.7 
11 合 成 樹 脂 59.8 60.1 75.9 76.7 83.8 40.8 44.1 48.9 50. 7 52.8 
12 コ・ ム 製 品 76.3 76.6 96.6 95.4 99.0 55.6 62.2 68.6 68.5 71.9 
13土石・建築安材 22.5 19.2 23.9 23.6 25.8 19.4 20.2 21.2 22.3 22.9 
14陶 ．磁 器 46.0 45.1 53. 7 51.1 57 .1 41. 7' 47.9 46.7 50.4 49,0 
15ガ ラ ス 50.7 50.0 62.8 66.6 73.0 42.0 44;1 50.1 54.9 56.0 
16鉄 鋼 131.9 122.3 165.3 144.6 133.6 79.4 78.9 92.3 88.3 85.7 
17非 鉗失 金 属 110.6 106.9 143.4 141.9 "140.2 llO.J 129.5 143.4 148.3 138.5 
18鋳 物 製 品 79.2 76.4 99.5 92.5 90.8 35.6 39.3 40.9 42.4 40.8 
19 fモ 延 銅 69.8 71.5 85.4 79.8 78.2 34.4 39.8 42.1 42.0 41.5 
20鋼及び軽金属構造品 36.3 30.5 35.7 36.8 30.6 12.5 14.1 13.8 14.6 13.7 
21機 械 製 品 114.9 108.6 J:l0.9 122.4 128.0 37.0 41.5 42.4 44.6 44.5 
22・!I>務:情報処理機器 52.6 62.1 67 .5 62.8 66.3 55.9 70.1 73.0 77.0 75.3 
23陸上綸送機械 66.9 77.6 108.1 102.5 97.8 26.6 30.6 31.7 33.4 33.3 
24船 舶 97.0 40.4 46.2 50.5 64.5 33.9 2_2.2 23.4 29.6 26.7 
25航 空 機 50.7 60.1 90.9_ 151.9 66.4 60.3 63.9 80.0 99.6 66.8 
26屯 気 製 品 64.3 63.0 77.2 77.5 80.1 39.3 44 .6 49.0 54.4 53.3 
27精密機械・光学製品 43. 7 .42.0 54.4 54.6 61.l 31.8 34.3 39.8 42.0 43.6 
28鉄・プリキ・金属製品 51.0 53.8 66.5 67.2 66.2 33.5 38. 7 41.4 42.0 39.9 
29楽器・玩具・装飾品 34.2 49.3 52.0 52.5 50.6 51.6 67.9 50.3 55.9 53.5 
30 * 材 加 エ 28.9 28.4 35.5 37.6 43.5 48.1 53.9 55.3 59.3 59.4 
31木 製 品 15.2 13.8 16.3 17.2 20.2 14.3 15.3 15.6 17.6 17.6 
32バルプ・製紙 52.0 54.5 67 .2 72.2 74.2 75.9 82.5 90.2 94.8 92.8 
33紙・板紙製品 36. 7 38.6 46.6 48. 7 50.1 31.3 34.8 36.0 37 .2 36.9 
34印刷 複写 23. 7 25.7 30.4 30.6 31.2 17 .4 19.8 20.1 21.5 20.1 
35皮 革 17. I 17 .4 22.2 24.0 27 .4 51.0 55. 7 58.9 65.0 68.7 
36繊 維 41.1 44.2 55.0 56.7 58.7 64.1 71.0 76.2 80.8 81.6 
37衣 料 品 13.1 15.2 19.0 20.2 24. 7 31.4 35.7 39. 7 42.3 45.2 
38食 料 品 13.5 15.9 18.1 19.3 18.7 23.7 25.1 26.5 28.7 26.9 
39飲 料 8.8 9.2 JO.I 10.4 10.3 17.3 19.3 18. 7 19.6 18.6 
40煙 卒 5.7 6.4 7.8 8.3 9.5 4.7 4.9 8.6 8.6 9.1 
41建． 設 4.1 2.9 4.2 4.3 3.9・ 1.9 . 2.3 2.4 2.3 2.3 
42土木・ 改條 3.0 3.1 3.8 4.1 4.5 3.0 3.4 3.6 4.1 4.0 
43 卸売• 取引仲介・倉庫 35.2 37.5 46.l 44.7 44.6 23.5 27 .4 27 .7 28.6 26.9 
44小 O. ., G 業 1.4 1.5 1.6 1.8 1.6 1.2 1.3 1.3 1.5 1:3 
45鉄 道 述 輸 43.0 44.3 51.4 54. 7 51. 7 24.4 27.3 28.6 29.0 26.6 
46航海・運河・港湖 354.8 369.1 433.5 381.5 309.1 162.4 166.2 197 .8 196.5 160. 7 
47郵低・報道・通信 17 .6 19.0 22.2 22.5 22.6 13.9 16.3 17.8 18.5 19.) 
48その他の連輪 42.5 43.8 52.6 54.0 56.4 30.2 34.0 34.5 37 .o 35.0 
49金融・帰属利子 ~-3 8.9 10.1 9.3 8.9 9.1 I 1.2 11.1 10.4 9.2 
50 f呆 険 10.7 10.2 11.6 11.1 II. 7 8. 7 9.6 9.4 9.2 9.4 
51建物・住宅貨 1'l 3.1 3.8 4.8 5.1 5.1 2.0 2.8 3.3 3.5 3.2 
52飲食 宿泊 17.0 17 .4 19.5 19. 7 19.3 14. 7 16.6 16.3 16.6 15. 7 
53研究・教有・出版 18.0 18.5 20.6 20.9 20.6 13.2 15.6 15.2 16.5 14.9 
54医叙・獣 l戻 0.8 0.8 1.0 1.0 0.9 I. 7 1.8 1.6 1.6 1.5 
55その他の党利サーピス 27.7 27.9 33.1 33.4 33.6 23.6 25.7 27.7 28.6 27.2 
56地方自治体サービス 1.9 2.1 2.7 2.7 2.3 2.2 2.6 2.6 2.5 2.0 
57社 会 保 険 0.0 o.o o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 
58非営利サーピス 1.0 1.1 1.4 1.4 l.2 l.O 1.2 1.3 1.3 1.0 
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表9 自給自足率 (Self-SufficiencyRate) 
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あるが，中でも機械と自動車の自給率が製造業では最も高くなっている。スペ
インやポルトガルヘのプラント輸出も特に1985年以降好調であり，これが1986
年の雇用増加と結びついている。その他，化学製品やプラスチック等合成樹
脂，ガラス製品，精密機械， EBM製品なども自給率を上昇させている。
鉄鋼は依然100%を超える自給率であるものの， 輸入率の大きな上昇で低下
傾向にあり，鋳物や圧延製品，非鉄金属なども変動が大きくなっている。これ
が技術革新による労働節約効果を補うに至っていない原因の 1つであろう。他
に自給率が大きく変動しているのは，船舶・航空機等の輸送機械である。• これ
は大口の輸出の不安定さからくるものであろう。皮革・革製品は自給率が1986
年にかけて徐々に低下したが，これはイタリア等からの輸入が増えたためであ
り，皮革産業における雇用減少はほとんど技術変化と輸入代替によるものであ
る。
8. まとめにかえて
以上本稿は， 1980年代を中心とした西ドイツ経済の構造変化を，産業連関分
析を用いて考察してきた。雇用状況を概観したあと，雇用を誘発している状況
を考察し，その誘発構造の変化を各要因にまで遡って検討した。
現在西ドイツは東ドイツとの再統合を目前に控え，財政負担の増加や東ドイ
ツでの弱小企業の倒産による失業の増加，インフレ懸念などが高まるなか，
少なくとも需要という側面からはかなりの盛り上がりを見せている。これが西
ドイツの雇用拡大のプラスに大きく作用することは，本稿の分析から見ても容
易に想像できるであろう。しかし，これが最終的に実際の雇用増加とどの程度
結び付くかは，技術構造の変化や輸入代替の状況にも依存しており，手放しで
楽観することはできないことも，少なくとも過去の経緯から見た時に明らかで
ある。現在起こりつつある変化は，このように過去の経緯との関連で考察した
時に，いっそう鮮明な姿となって現われてくる。そういう意味ではさらに高度
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成長期にまで遡って，今日に至る構造変化を捉えることも必要となるであろ
っ・13)゜
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